
契約事務を担
当する

組織の名称
契約内容 契約を締結した日 契約の相手方の名称 契約金額 随意契約によることとした理由

総務課
京都西地方事務所の事務
所及び駐車場の賃貸借契
約

平成31年4月1日
株式会社辰己建物総合管理

8,883,458

・本事務所は効率性、納税者の利便性
の確保を図る必要があるため、府税事
務所と併設する必要があり、京都西府
税事務所が賃貸借契約している相手
先と契約する必要があり、契約の性質
又は目的が競争入札に適しないため
【地方自治法施行令第167条の２第１
項第２号該当】

総務課
京都南地方事務所の事務
所及び駐車場の賃貸借契
約

平成31年4月1日 株式会社長栄 7,143,264

・本事務所は業務の効率性、納税者の
利便性の確保を図る必要があるため、
府税事務所と併設する必要があり、京
都南府税事務所が賃貸借契約してい
る相手先と契約する必要があり、契約
の性質又は目的が競争入札に適しな
いため【地方自治法施行令第167条の
２第１項第２号該当】

総務課
内部事務アウトソーシング
業務の委託契約

令和元年10月1日
株式会社ワークスビジネスサービス
社会保険労務士法人おむろ人事サービス

1,320,000

当該事業者は、京都地方税機構が京
都府と共同利用している総務事務シス
テム等を利用して京都府内部事務アウ
トソーシング業務を受託する事業者で
あり、本業務を受託できるのは当該事
業者に限られ、契約の性質又は目的
が競争入札に適しないため【地方自治
法施行令第167条の２第１項第２号該
当】



契約事務を担
当する

組織の名称
契約内容 契約を締結した日 契約の相手方の名称 契約金額 随意契約によることとした理由

業務課

個人番号利用事務ネット
ワーク専用端末のWindows
１０へのマイグレーション業
務の委託契約

令和元年１２月９日 ウチダエスコ株式会社 5,060,000

・本業務は、導入済の端末に対し、OS
入替及び各種設定を実施するもので
ある。端末の運用保守業者であり、当
機構及びネットワーク上関係がある京
都府のシステム及びネットワーク環境
に通じているのは、当該業者に限ら
れ、契約の性質又は目的が競争入札
に適しないため。【地方自治法施行令
第167条の２第１項第２号該当】

業務課

市町村基幹業務支援シス
テム（宛名管理・住民登録
外、軽自動車税、収滞納管
理（住記・税系）、法人住民
税）保守業務の委託契約

平成31年4月1日

市町村基幹業務支援システム開発共同企業
体
＜代表企業＞株式会社ケーケーシー情報シ
ステム
＜構成員＞京都電子計算株式会社
＜構成員＞西日本電信電話株式会社京都
支店

京都府自治体情報化推進協議会

7,342,848

・本業務は、システムの開発及び導入
受託者の当該業者のみが行うことが
可能であり、契約の性質又は目的が
競争入札に適しないため。【地方自治
法施行令第167条の２第１項第２号該
当】

業務課
共同徴収支援システム運
用業務の委託契約

平成31年4月1日 北日本コンピューターサービス株式会社 12,426,000

・本システムは当該業者が開発したも
のであり、障害発生時の迅速な対応
等、システムの適切な運用を図ること
ができるのは、開発業者である当該業
者に限られ、契約の性質又は目的が
競争入札に適しないため。【地方自治
法施行令第167条の２第１項第２号該
当】



契約事務を担
当する

組織の名称
契約内容 契約を締結した日 契約の相手方の名称 契約金額 随意契約によることとした理由

業務課
共同徴収消込データ一括
作成等業務の委託契約

平成31年4月1日 株式会社三菱ＵＦＪ銀行 10,858,080

・当該業者は、本システム稼働時から
本業務を遂行しており、安定かつ正確
に消込データ等を作成することができ
るのは、本システムに精通している当
該業者に限られ、契約の性質又は目
的が競争入札に適しないため。【地方
自治法施行令第167条の２第１項第２
号該当】

業務課
審査システムに係る次期
システム導入支援業務の
委託契約

令和元年５月３１日 TIS株式会社 3,542,400

・本業務を実施できるのは、次期シス
テムの構築業者であり、当機構が有す
る環境及び各業務システムに熟知・精
通している当該業者に限られ、契約の
性質又は目的が競争入札に適しない
ため。【地方自治法施行令第167条の
２第１項第２号該当】

業務課
国税連携システムに係る
次期システム導入支援業
務の委託契約

令和元年５月３１日 TIS株式会社 3,218,400

・本業務を実施できるのは、次期シス
テムの構築業者であり、当機構が有す
る環境及び各業務システムに熟知・精
通している当該業者に限られ、契約の
性質又は目的が競争入札に適しない
ため。【地方自治法施行令第167条の
２第１項第２号該当】



契約事務を担
当する

組織の名称
契約内容 契約を締結した日 契約の相手方の名称 契約金額 随意契約によることとした理由

業務課
京都府・市町村課税事務
共同化申告支援システム
運用保守業務の委託契約

平成31年４月１日 株式会社ケーケーシー情報システム 19,928,688

・本業務を実施できるのは、本システ
ムの構築・導入業務の受託者である当
該業者に限られ、契約の性質又は目
的が競争入札に適しないため。【地方
自治法施行令第167条の２第１項第２
号該当】

業務課

京都府・市町村課税事務
共同化申告支援システム
導入支援等業務の委託契
約

令和元年12月17日 株式会社ケーケーシー情報システム 1,210,000

・本業務を実施できるのは、本システ
ムの構築・導入業務の受託者である当
該業者に限られ、契約の性質又は目
的が競争入札に適しないため。【地方
自治法施行令第167条の２第１項第２
号該当】

業務課

京都府・市町村課税事務
共同化軽自動車税システ
ム運用保守等業務の委託
契約

平成31年4月1日 株式会社ケーケーシー情報システム 20,294,928

・本業務を実施できるのは、本システ
ムの構築・導入業務の受託者である当
該業者に限られ、契約の性質及び目
的が競争入札に適しないため。【地方
自治法施行令第167条の２第１項第２
号該当】



契約事務を担
当する

組織の名称
契約内容 契約を締結した日 契約の相手方の名称 契約金額 随意契約によることとした理由

業務課
自動車税等改正に伴う共
同徴収支援システム改修
業務の契約

令和2年2月6日 北日本コンピューターサービス株式会社 1,710,500

・契約の相手方は，同システムの開発
業者であり、システム環境に熟知、精
通しており、本業務を他の業者が行う
ことは不可能であり、契約の性質又は
目的が競争入札に適しないため。【地
方自治法施行令第167条の２第１項第
２号該当】

業務課

京都府・市町村課税事務
共同化固定資産税（償却
資産）システム構築業務の
委託契約

平成31年4月1日 株式会社ケーケーシー情報システム 43,576,500

・本システムは、課税支援システムを
ベースに開発を行うとともに、既存の
同システムと適正かつ確実に連携する
必要がある。本システムは当該相手方
が開発したものであり、仕様や機能等
を熟知し適切な運用を図ることができ
るのは、当該業者に限られ、契約の性
質又は目的が競争入札に適しないた
め。【地方自治法施行令第167条の２
第１項第２号該当】

業務課

市町村基幹業務支援シス
テムから京都府・市町村課
税事務共同化固定資産税
（償却資産）システムへの
データ移行に係るシステム
改修業務の委託契約

平成31年4月1日

市町村基幹業務支援システム開発共同企業
体
＜代表企業＞株式会社ケーケーシー情報シ
ステム
＜構成員＞京都電子計算株式会社
＜構成員＞西日本電信電話株式会社京都
支店
京都府自治体情報化推進協議会

8,412,250

・本業務は、市町村基幹業務支援シス
テムからデータ移行するために開発す
るものであり、本システムを開発するこ
とができるのは市町村基幹業務支援
システムを開発・保守運用している当
該業者に限られ、契約の性質又は目
的が競争入札に適しないため。【地方
自治法施行令第167条の２第１項第２
号該当】



契約事務を担
当する

組織の名称
契約内容 契約を締結した日 契約の相手方の名称 契約金額 随意契約によることとした理由

業務課

NewTRY-X/Ⅱから京都
府・市町村課税事務共同
化固定資産税（償却資産）
システムへのデータ移行に
係るシステム改修業務の
委託契約

平成31年4月1日
京都電子計算株式会社
京都府自治体情報化推進協議会

4,664,000

・本業務は、NewTRY-X/Ⅱからデータ
移行するために開発するものであり、
本システムを開発することができるの
はNewTRY-X/Ⅱを開発・保守運用して
いる当該業者に限られ、契約の性質又
は目的が競争入札に適しないため。
【地方自治法施行令第167条の２第１
項第２号該当】

業務課

京都府・市町村課税事務
共同化共通基盤システム
に係るデータセンターサー
ビス提供業務の契約

平成31年4月1日 西日本電信電話株式会社京都支店 5,545,920

・当該業者は京都府が開発した各種シ
ステムのサーバ等機器、通信機器等
のファシリティ整備業者であるととも
に、本システムの現行機器の設置を
行っている業者であり、並行稼動に係
る機器の設置を他の業者が行うことは
不可能であり、契約の性質又は目的
が競争入札に適しないため。【地方自
治法施行令第167条の２第１項第２号
該当】

業務課
共同徴収支援システムに
係るデータセンターサービ
ス提供業務の契約

平成31年4月1日 西日本電信電話株式会社京都支店 4,643,400

・当該業者は京都府が開発した各種シ
ステムのサーバ等機器、通信機器等
のファシリティ整備業者であるととも
に、本システムの現行機器の設置を
行っている業者であり、並行稼動に係
る機器の設置を他の業者が行うことは
不可能であり、契約の性質又は目的
が競争入札に適しないため。【地方自
治法施行令第167条の２第１項第２号
該当】
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業務課

京都府・市町村共同利用
型審査システム及び国税
連携システムに係るデータ
センターサービス提供業務
の契約

平成31年4月1日 西日本電信電話株式会社京都支店 4,094,040

・当該業者は京都府が開発した各種シ
ステムのサーバ等機器、通信機器等
のファシリティ整備業者であるととも
に、本システムの現行機器の設置を
行っている業者であり、並行稼動に係
る機器の設置を他の業者が行うことは
不可能であり、契約の性質又は目的
が競争入札に適しないため。【地方自
治法施行令第167条の２第１項第２号
該当】

法人税務課

京都府・市町村税務共同
化法人関係税等支援シス
テム運用・保守等業務の
委託契約

平成31年4月1日 株式会社ケーケーシー情報システム 15,163,373

・本システムは当該業者が開発したも
のであり、障害発生時の迅速な対応等
システムの適切な運用・保守等を実施
できるのは、開発業者である当該業者
に限られ、契約の性質及び目的が競
争入札に適しないため。【地方自治法
施行令第167条の2第1項第2号該当】
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